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ＧＤＰ成長率及び内外需寄与度の推移

実質ＧＤＰ 内需寄与度 外需寄与度

（前年同期比、％）

2 0 1 8 年 ４ 月 1 1 日 

在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2018年 ３月 ） 

 

 
１．経 済 指 標  
（１） GDP 成 長 率  

2017年 第 ４四 半 期 （10～12月

期 ）の実 質 GDP成 長 率 は前 年 同

期 比 3 .3％と，第 ３四 半 期 （2.5％）

から上 昇 した。また季 節 調 整 済 前 期

比 の伸 び率 は3.3％となった。  
これにより2017年 の実 質 GDPは

前 年 比 1 .5％となり，2016年 の同

1.3％から上 昇 した。  

①  需 要 項 目 別 の動 向  
内 需 は ， 前 年 同 期 比 3.3 ％ （ 前

期 同 2 .5％）となった（寄 与 度 3 .9％）。消 費 は前 年 同 期 比 3 .1％（前 期 同 2 .5％）となった。内

訳 は ，民 間 消 費 が 同 3 .0％（前 期 同 2 .2 ％），政 府 消 費 は 同 3.4％（前 期 同 3.7％）であった。

総 固 定 資 本 形 成 は 前 年 同 期 比 2 .7％（前 期 同 ▲ 0.9％）であった。内 訳 をみると ，機 械 ・設

備 投 資 が同 10.8％（前 期 同 8.1％），建 設 ・住 宅 投 資 が同 ▲1 .7 ％（前 期 同 ▲ 5.9％）であ

った。  
外 需 の寄 与 度 は，輸 出 の減 少 が続 くなか▲0.7％（前 期 0.3％）となった。輸 出 は，前 年 同

期 比 2 .5％（前 期 同 2 .7％）となった。品 目 別 では，銅 が前 年 同 期 比 9 .0％（前 期 同 1 .3％）と

前 期 から 大 幅 に改 善 し，鉱 業 品 全 体 も同 7 .3％（前 期 同 1 .0 ％）と 回 復 を見 せている。一 方

で ， 農 林 水 産 業 が 同 ▲ 21 .8 ％ （ 前 期 同 ▲ 1.0 ％ ） と 下 落 し て い る 。 輸 入 は ， 前 年 同 期 比

5.2％（前 期 同 2 .0％）となった。  
②  セクター別 の動 向  

セク タ ー別 では ，鉱 業 が 前 年 同 期 比 6 .8 ％（前 期 同 8 .3 ％），電 気 ・ガ ス・水 道 が 同 5 .4％

（ 前 期 3 .8 ％ ） ， 通 信 が 同 4.9 ％ （ 前 期 同 3 .5 ％ ） と 改 善 し て い る 。 特 に ， 銅 は 前 年 同 期 比

＜概 要 ＞ 景 気 は回 復 している。  
● 消 費 は改 善 している。  
● 企 業 マインドが好 調 であり，鉱 業 生 産 が好 調 である。  
● 失 業 率 は緩 やかに上 昇 している。  
● 消 費 者 物 価 は上 昇 率 が低 下 している。  
● 貿 易 は黒 字 が拡 大 している。  
● 銅 価 格 が 緩 や か に 下 降 し ， 為 替 は ド ル 高 傾 向 に あ り ， 株 価 は 緩 や か に 下 降 し て い

る。  
先 行 きについては，米 国 の保 護 主 義 政 策 及 び米 中 間 貿 易 紛 争 による，世 界 的 な貿

易 動 向 とチリ国 内 経 済 に与 える影 響 に引 き続 き留 意 する必 要 がある。 
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7.9％（前 期 同 9.1％）と引 き続 き好 調 で，景 気 を牽 引 している。一 方 ，これまで低 迷 が続 いて

いた建 設 業 は同 ▲0.1（前 期 同 ▲5.3％），企 業 サービスは2.3％（前 期 同 ▲0.4％）と改 善 が

みられる。  
 

（２） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） －

前 年 同 月 比 4.0％増 －  
２月 のIMACECは前 年 同 月 比 4.0％，

季 節 調 整 済 前 月 比 は0.9％となり，順

調 な 成 長 を 続 け て い る 。 鉱 業 は 前 年

同 月 比 19 .4 ％ と 引 き 続 き 好 調 で ， 鉱

業 以 外 の業 種 も同 2.8％と回 復 してお

り，商 業 ，サービス業 が上 昇 している。

なお，季 節 調 整 済 前 月 比 では鉱 業 は

2.8％，非 鉱 業 部 門 は0.7％となった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト に よ る ５ 月 の

IMACECの予 想 は前 年 同 月 比 4.0％（中 央 値 ）となっている。 

 

（３） 消 費 －回 復 している－  
①  ２ 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE

公 表 ） は ， 前 年 同 月 比 5.9 ％ と 好 調 で

あ っ た 。 同 指 数 の 小 売 業 （ 除 く 車 ） は

同 2.7％となった。 

②  ２ 月 の ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト 販 売 額

（ 実 質 ， INE 公 表 ） は ， 前 年 同 月 比

4.6％となった。 

③  商 業 販 売 額 （チリ商 工 会 議 所 公 表 ，

サンティアゴ首 都 圏 ，暫 定 値 ）は，1月

に2.2％，２月 は0.0％となった。 

④  消 費 者 認 識 指 数 （CEEN公 表 ）は１

月 が116 . 1，２月 が115 . 5と好 調 である。現 状 指 数 は1月 が145 . 2，2月 は134 .0，将 来 指 数

は1月 が105 . 8，2月 が109 . 0となった。  

⑤  ２月 の新 車 販 売 台 数 は33，355台 （前 年 同 月 比 12.5％）となった。  

 

（４） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 鉱 業 が

好 調 である－  
２ 月 の 工 業 生 産 指 数 は ， 前 年 同 月

比 3.7％となった。セクター別 では，機 械

製 品 が 25 .1％， 衣 料 が20 .0％ と 増 加 す

る 一 方 ， 自 動 車 が ▲ 55 .0 ％ ， た ば こ が
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▲18.3％と下 落 している。 

２月 の鉱 業 生 産 指 数 は前 年 同 月 比 16 .9％，銅 生 産 量 は同 21.1％となった。 

２月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 3.9％となった。 

 

（５） 企 業 の 業 況 判 断 － 好 調 で あ る

－  
３ 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

54 .34 ポ イ ン ト で ， 前 月 差 は ▲ 3.04 ポ イ ン

ト となった が，引 き 続 き 好 調 であ る。 内 訳

を 見 る と， 商 業 が61.86 （ 同 0.34ポ イ ント ） ，

建 設 業 が 51.15 （ 同 2.69 ポ イ ン ト ） と 上 昇

する中 ，製 造 業 は52 .97 （同 ▲2.20ポ イ ン

ト），鉱 業 が50.13 （前 月 差 ▲14 .82ポイ ン

ト）と，50ポイント台 は維 持 したものの，下

落 した。 

 

 

（６） 不 動 産 － 住 宅 部 門 が 回 復 し て

いる－  
２ 月 の 建 築 許 可 面 積 （ INE 公 表 ）は 前

年 同 月 比 ▲1.1％（3か月 移 動 平 均 ）と大

幅 に 回 復 し た 。 内 訳 を 見 る と ， 住 居 が 同

11 .3 ％ と 5 ヶ 月 ぶ り の プ ラ ス 成 長 と な っ た

一 方 ， 非 住 居 は 同 ▲ 21 .2 ％ と 下 落 が 続

いている。 

 

 

 

（７） 雇 用 －失 業 率 は上 昇 している－  
12 ～ ２ 月 期 の 失 業 率 は 6.7 ％ と ， 再 び

上 昇 傾 向 にある。前 年 同 期 比 で見 ると，

労 働 力 人 口 は 260 , 175 人 増 加 （ 前 年 同

期 比 3.0 ％ ） ， 就 業 者 数 は 217 , 745 人 増

加 （同 2.7％）し，失 業 者 数 は42 ,430人 増

加 （ 同 7.6 ％ ） し て い る 。 就 業 者 数 を 職 業

別 に み る と ， 不 動 産 業 が 前 年 同 期 比

19 .1％，教 育 ・科 学 技 術 が同 12.9％と増

加 す る 一 方 ， 電 気 ・ ガ ス が ▲ 10 .0 ％ ， 管

理 業 が▲5.8％と減 少 している。 
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(%) 消費者物価の動向

総合 コア 政策金利

インフレターゲット
（2～4％）

２月 の賃 金 は，名 目 は前 年 同 月 比 3.7％，実 質 は同 1.6％となった。 

 

（８） 物 価 －上 昇 率 が低 下 している－  
３月 の消 費 者 物 価 指 数 （総 合 ）は，前

月 比 は0.2％，前 年 同 月 比 は1.8％となっ

た 。 品 目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る

と 燃 料 （ 4 .3 ％ ） ， ア ル コ ー ル ・ タ バ コ

（4 .3 ％ ）， レ スト ラ ン ・ ホ テ ル （4 .0 ％ ）が 上

昇 している一 方 ，衣 料 品 ・靴 （▲5.6％），

通 信 （▲1.2％）と下 落 している。 

中 銀 ア ンケートに よる５月 の消 費 者 物

価 指 数 （ 総 合 ） の 予 想 は 前 月 比 0.2 ％ と

なってい る。イ ンフレ 期 待 は1 年 後 ：2 .7％

（前 月 2.6％），2年 後 ：3.0％（前 月 3.0％）であり，引 き続 き物 価 の回 復 には時 間 がかかる

と見 ている。 

２ 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ）は， 前 月 比 は▲0.8％， 前 年 同 月 比 は6.2％ となった 。 鉱

業 が上 昇 （前 年 同 月 比 8.8％）し続 ける一 方 ，銅 以 外 の産 業 では伸 び率 が低 下 （同 3.9％）

しており，特 に農 耕 牧 畜 （同 ▲3.5％）と減 少 している。 

 

（９） 貿 易 －黒 字 が拡 大 している－  
①  ３月 の輸 出 額 （FOB）は65 . 2億 ドル（前

年 同 月 比 18.6 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る

と，鉱 業 品 34 .7億 ドル（同 35 .1％），農 林

水 産 品 7.1 億 ド ル （ 同 ▲ 3.7 ％ ） ， 製 造 業

品 23 .4 億 ド ル （ 同 6.8 ％ ） と な っ た 。 鉱 業

品 の うち 銅 は 32.2 億 ドル（ 同 40 .1％ ）と な

った。 

②  ３月 の輸 入 額 （FOB）は57 . 3億 ドル（前

年 同 月 比 9.3％）となった 。内 訳 （CIF ）は，

消 費 財 19.4 億 ド ル （ 同 7.2 ％ ） ， 中 間 財

30 .2億 ドル（同 11 .8％），資 本 財 11 .1億 ド

ル（同 6.4％）となった。 

③  ３月 の貿 易 収 支 （FOB）は7.9億 ドルの黒 字 となった。 

 

（１０） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB ）：２ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 6.4億 ドル（前 年 同 月 比 60 .2％），輸 入 額

1.5億 ドル（同 ▲19.9％），貿 易 総 額 では7.9億 ドル（同 34 .8％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：２月 の貿 易 額 は，輸 出 額 19 .0億 ドル（前 年 同 月 比 77 .8％），輸 入 額

13 .7億 ドル（同 27 .7％），貿 易 総 額 では32.7億 ドル（同 52 .7％）となった。 
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③  対 韓 貿 易 （FOB ）：２ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 3.8億 ドル（前 年 同 月 比 35 .4％），輸 入 額

1.3億 ドル（同 ▲17.0％），貿 易 総 額 では5.0億 ドル（同 16 .5％）となった。 

 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －緩 やかな下 降 傾 向 にある

－  
３ 月 の 国 際 銅 価 格 は 1ポ ンド 3 .108 ド ル（ １ 日 ）

で 始 ま り ， 下 落 傾 向 が 続 く 中 ， 28 日 に は 2.9944

ドルと昨 年 12月 以 来 の２ドル台 となった。月 末 に

は3.0323 ドル（ 29 日 ） と 前 月 末 比 ▲ 3.9％で 終 了

した。 

３ 月 の 銅 在 庫 は ， 797 ,603 ト ン （１ 日 ） で 始 ま り ，

月 末 には901 ,501（29日 ）と前 月 末 から急 速 に増

加 した。 

 

（２） 為 替 －緩 やかなドル高 傾 向 にある－  
３ 月 の 為 替 は ， 1ドル 593 . 61 ペ ソ （１ 日 ）で 始 ま

り ， 鋼 鉄 と ア ル ミ ニ ウ ム の 輸 入 へ の 米 大 統 領 の

保 護 主 義 政 策 と FRB の 金 利 引 き 上 げ に 関 連 し

てドル高 傾 向 となり，月 末 に は605 . 26ペ ソ（29日 ）

と前 月 末 差 16 .11ペソで終 了 した。 

 

（３） 株 価 －緩 やかな下 降 傾 向 にある－  
３月 のIPSA値 （サンティアゴ主 要 株 式 指 数 ）は

5527 . 92ポ イ ン ト （ １ 日 ） で 始 ま っ た 。 銅 価 格 の 下

落 ， FRB の 引 上 げ ， 及 び 米 国 の 貿 易 保 護 主 義

に 対 す る 投 資 家 の 懸 念 か ら 緩 や か な 下 落 が 続

い て お り ， 月 末 に は 5542 . 22 ポ イ ン ト （ 29 日 ） と ，

前 月 末 比 ▲1.1％で終 了 した。 

  



6 

3．経 済 トピックス 

（１） ＴＰＰ：チリ外 務 省 による国 内 向 け説 明 会 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリー

ス）  
 ２ 日 ， チ リ 外 務 省 は 市 民 団 体 の 代 表 者 １ ５ 名 向 け に ， Ｔ Ｐ Ｐ の 説 明 会 を 行 い ， ロ ペ Ｔ Ｐ Ｐ 首 席 交 渉

官 が１１カ国 による 合 意 及 び８ 日 の 署 名 式 につい て説 明 した 。  

 「 ロ 」 首 席 交 渉 官 は ， Ｔ Ｐ Ｐ は 米 国 が 離 脱 し て も オ リ ジ ナル Ｔ Ｐ Ｐ の 内 容 を 維 持 し ， 凍 結 ２ ０ 項 目 を 除

い て 合 意 する こと が で き た 。 短 期 間 に も か か わらず， 反 保 護 主 義 の 政 治 的 メ ッ セー ジ を 出 し ， チ リ に と っ て

（ 成 長 の ） 鍵 と な る ア ジ ア ・ 太 平 洋 地 域 へ の 更 な る 近 接 を 果 た す 合 意 内 容 を 得 た 。 ム ニ ョ ス 外 務 大 臣

のイ ニシ アテ ィブ で 実 現 し た 昨 年 ３ 月 の ビ ー ニャ・ デ ル・マ ル（ チリ） に 於 け る ア ジア・ 太 平 洋 １ ５ カ国 に よ る ハ

イレベル対 話 が 出 発 点 と なって合 意 に 達 する ことが できたことでチリはプレゼン スを確 保 し 得 た， と 述 べた 。  

 

（２） コジャワシ鉱 山 の環 境 許 可 （報 道 ）  
 チ リ 国 内 で ２ 番 目 に 大 きい 銅 鉱 山 ， コジ ャ ワ シ 鉱 山 は 生 産 を 安 定 さ せ る た め のプ ロ ジェ クト で 大 き な 前

進 を み た 。 （ チ リ 北 部 第 １ 州 の ） タ ラ パ カ の 環 境 委 員 会 （ Ｃ Ｅ Ａ ） は ， 「 コ」 鉱 山 が １ 日 当 た り １ ７ 万 ト ン の

生 産 を 確 保 する た め の 施 行 計 画 を 承 認 し た 。 同 計 画 は ， 投 資 規 模 は ３ ２ ０ 百 万 米 ド ルを 見 込 み ， 昨

年 ９ 月 に 当 局 に 申 請 が 行 われていた 。  

 

（３） 太 平 洋 同 盟 ：準 加 盟 国 との包 括 的 交 渉 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリー

ス）  
 ９ 日 ， 太 平 洋 同 盟 と 準 加 盟 国 との 包 括 的 協 定 の第 ３ 回 交 渉 会 合 が 行 われた 。 会 合 で はモノ，サ ー

ビスの市 場 アクセス， 投 資 ，政 府 調 達 ， 人 の 移 動 について協 議 を 行 った 。  

 ウリアＤＩＲＥＣＯＮ二 国 間 経 済 関 係 局 長 は， 交 渉 では 成 果 があっ たとし て ，太 平 洋 同 盟 はアジア・ 太

平 洋 地 域 に 於 ける 経 済 ・貿 易 統 合 のプラットホーム化 に 向 けて 前 進 ができ た，と 述 べた。  

 交 渉 は ３ 日 に 始 ま り ， 動 植 物 検 疫 ， 政 府 調 達 ， 通 信 ， 海 運 サ ー ビ ス ， 電 子 商 取 引 ， 投 資 ， 人 の

一 時 的 移 動 ，サービス 貿 易 ， 金 融 サービス， 市 場 アクセス， 貿 易 保 護 ， 原 産 地 規 則 ， 貿 易 円 滑 化 ，

貿 易 の 技 術 的 障 害 ， 規 制 改 革 ， 協 力 ， 環 境 ， 労 働 ， 競 争 ， 国 営 企 業 ，ジェ ンダ ーと 貿 易 ， 中 小 企

業 等 のグループセッション毎 に 行 われた。  

 

（４） 新 車 販 売 ２３．６％増 加 （２０１８年 ２月 ）（報 道 ）  
 チ リ 国 内 で 新 車 販 売 の ブ ー ム が 来 て い る 。 背 景 に は ， 消 費 者 心 理 の 回 復 ， オ ー ト フ ァ イ ナン ス の 充 実 ，

為 替 （対 ドル・ペソ高 ）， ２０１２年 以 前 モデルに対 する 規 制 に 併 せて 新 モデ ルの投 入 がある。  

 本 年 ２ 月 の 新 車 販 売 台 数 は ，２９ ，４２７ 台 （１ ，１１６ 台 ／ 日 ） で 対 前 年 同 月 比 で は２ ３．６ ％ の増

加 。１ ～２月 合 計 では， ６４，７４９台 の 販 売 で 対 前 年 同 期 比 で は２６．７％の増 加 となる 。これは 販 売

ピークの２０１３年 同 期 比 を上 回 る。  

 セグ メント 別 の 販 売 台 数 で は， 乗 用 車 （ 全 体 の ４０％），ＳＵ Ｖ（ 同 ３６％ ），トラッ ク（１５％） 及 び 商 業

車 （９％）である。  

 

（５） 中 国 銀 行 の営 業 開 始 許 可 （報 道 ）  
 チ リ 銀 行 ・ 金 融 監 督 庁 （ Ｓ Ｂ Ｉ Ｆ ） は ， 昨 １ ３ 日 ， 中 国 銀 行 に よ る チ リ 支 店 の 営 業 開 始 に 係 る 許 可 を
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下 し た 。 同 銀 行 は ， 約 ２ 年 間 の 許 可 申 請 手 続 き を 経 て ， 今 般 ， 「 中 国 銀 行 チ リ 支 店 」 と し て 営 業 を

行 うことができる。  

 同 銀 行 は， 世 界 ５１ヶ国 ・地 域 に於 い て業 務 を 展 開 している。  

 

（６） 中 国 電 力 会 社 によるチリ電 力 会 社 の株 式 一 部 買 収 （報 道 ）  
 中 国 大 手 電 力 会 社 S o u t h e r n  P o we r  G r i d（ＣＳＧＩ）は，チリ大 手 電 力 会 社 Tr a ns e l e c の株 式

を有 していたカナダ 企 業 B r o ok f i e l d  I n f r as t r uc t u r e  P a r t n e rs の株 式 ２７ ．７％を買 収 した。  

 Ｃ Ｓ Ｇ Ｉ は ， ２ ０ １ ７ 年 末 に 「 Ｂ 」 社 か ら １ ， ３ ０ ０ 百 万 米 ド ル 分 の 株 式 を 取 得 す る こ と に 合 意 し ， 後 は ，

中 国 政 府 による 承 認 待 ちであった。  

 これで「Ｔ」 社 の 株 式 を 有 するのは ，ＣＳＧＩ 社 に 加 え，カナダ 企 業 Ｃ ＰＰ， 英 国 企 業 ｂｃ ＩＭＣ， 同 Ｐ ＳＰと

なる。  

 

（７） ＷＴＯ：第 １回 ＴＢＴ関 係 省 庁 国 内 委 員 会 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリー

ス）  
 １ ３ 日 ， Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ 主 催 で 「 貿 易 上 の 技 術 的 障 害 に 係 る 第 １ 回 関 係 省 庁 国 内 委 員 会 」 が 開 催

され，規 制 関 係 の 省 庁 及 び 機 関 の 関 係 者 が 参 集 した。  

 会 合 は Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ 規 制 課 長 が 主 催 し ， 発 効 済 み の 二 国 間 貿 易 協 定 ， 最 近 の 協 定 交 渉 と し て ，

イ ン ド ネ シ ア ， ア ル ゼ ン チ ン と の 貿 易 協 定 ， 太 平 洋 同 盟 と 準 加 盟 国 と の 包 括 的 協 定 ， Ｅ Ｕ と の 経 済 連

携 協 定 の 第 １ 回 交 渉 会 合 ，ＣＰＴ ＴＰの 署 名 につ いて 紹 介 し た。また ，ＴＢＴ 作 業 グループでは， 太 平 洋

同 盟 の 規 制 （改 革 ）協 力 ，チリ・ブラジル二 国 間 規 制 委 員 会 の取 り 組 みについて議 論 を 行 った 。  

 会 合 の 参 加 省 庁 は ， 環 境 省 ， 保 健 省 ， 公 共 事 業 省 ， 住 宅 ・ 都 市 計 画 省 ， 運 輸 官 房 ， 通 信 官

房 ， 農 業 省 ， 国 立 標 準 機 構 ， 農 牧 庁 （ＳＡＧ）， 電 力 ・ 燃 料 監 督 庁 ， 衛 生 監 督 庁 ， 国 家 消 費 庁 ，

国 家 水 産 庁 ， 公 共 衛 生 機 構 ， 水 産 庁 ， 経 済 省 ， エ ネ ル ギ ー 省 ， 防 衛 省 ， 大 統 領 府 ， 鉱 業 省 ， チ

リ銅 委 員 会 （ＣＯＣＨＩＬＣＯ），チリ食 品 品 質 庁 及 びＤＩＲＥＣＯＮ。  

 

（８） 中 南 米 国 籍 ベスト企 業 １００社 （チリ企 業 １８社 ）（報 道 ）  
 T h e  B o s t o n  C o n s u l t i n g  G r o u p（ＢＣＧ）による中 南 米 地 域 諸 国 の 国 籍 企 業 ベスト１００社 を発

表 し た と こ ろ ， チ リ 企 業 は １ ８ 社 ラ ン ク 入 り し た 。 当 該 １ ０ ０ 社 は ， ２ ０ ０ ８ ～ ２ ０ １ ６ 年 の 間 ， 売 上 げ を 毎

年 ５ ．２％ 伸 ば してい る。 チリの 他 は ， メキシ コ２８ 社 ，ブラジル２６ 社 ， コロンビ ア１１社 ，アル ゼン チン９ 社 ，

ペルー５社 ， コスタリカ１ 社 ，パナマ１社 及 びエル･サルバドル１社 であった。  

 チ リ 企 業 １ ８ 社 に は ， 小 売 業 で は Ｃ ｅ ｎ ｃ ｏ ｓ ｕ ｄ ， Ｆ ａ ｌ ａ ｂ ｅ ｌ ｌ ａ ， Ｒ ｉ ｐ ｌ ｅ ｙ ， 鉱 業 で は ア ン ト フ ァ ガス タ・ ミ ネ

ラル （ 当 館 注 ： 丸 紅 の カ ウ ン ター パ ー ト ） 及 び Ｓ Ｑ Ｍ（ 当 館 注 ： リ チ ウ ム 大 手 。 興 和 が 一 部 株 取 得 ） ， 鉱

業 周 辺 ・ 建 設 ゼ ネ コ ン で は シ グ ド ・ コ ッ パ ー （ 当 館 注 ： 同 社 社 長 は 日 本 ・ チ リ 経 済 委 員 会 チ リ 側 委 員

長 ），航 空 業 では Ｌａｔａｍ等 がラン ク入 り。  

 

（９） 航 空 会 社 Ｌａｔａｍ売 上 過 去 最 高 （報 道 ）  
 ２０１７ 年 ， 航 空 会 社 Ｌ ａｔａｍは ２０１０ 年 の ＬＡＮ （チリ）と Ｔ ＡＭ（ブ ラジ ル）の 合 併 以 降 ， 最 大 の 売 上

げを記 録 した。２０１６年 の６９百 万 米 ドルに 対 し， ２０１７年 は１２４．４百 万 米 ドルの 売 上 げであった。  
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 売 上 げ の 背 景 と し て ， 乗 客 及 び 貨 物 の 増 加 ， 事 業 の 効 率 化 及 び 当 該 地 域 （ 中 南 米 地 域 ） ， 特 に

ブラジル等 の 経 済 環 境 改 善 が 挙 げ られる。  

 

（１０） チリ銅 公 社 （ＣＯＤＥＬＣＯ）２０１７年 黒 字 （報 道 ）  
 Ｃ Ｏ Ｄ Ｅ Ｌ Ｃ Ｏ の 公 式 発 表 は ま だ だ が ， ２ ０ １ ７ 年 の Ｃ Ｏ Ｄ Ｅ Ｌ Ｃ Ｏ 収 入 は ， ２ ， ８ ８ ０ 百 万 米 ド ル 前 後 の

黒 字 に 達 する 見 通 し 。 ２ ０ １ ６ 年 は ４ ３ ５ 百 万 米 ド ル で あ っ た と こ ろ ５ 倍 以 上 の 増 加 と な る 。 ま た ， この 黒

字 幅 は ， 年 間 平 均 銅 価 が ３ ．３ ２ 米 ド ル で あ っ た ２ ０１ ３ 年 ３ ， ５ ４ ４ 百 万 米 ド ル 以 来 の 規 模 と な る 。 因

みに，２０１７年 の 平 均 銅 価 は２．８ 米 ドルであった。  

 なお，ＣＯＤＥＬＣＯの鉱 山 操 業 に 係 る コストは，２０１７年 は７．８％の 増 加 であった。  

 

（１１） ロス・ペランブレス鉱 山 の最 終 労 使 協 議 （報 道 ）  
 （ チ リ 財 閥 ） ル クシ ッ ク・ グ ル ー プ が 経 営 する ア ン ト フ ァ ガス タ 社 は ， これ ま で チ リ 国 内 で 運 営 し て い る 鉱 山

に 於 い て ス ト を 招 い た 経 験 が な い 。 明 ２ ０ 日 ， 「 ロ 」 鉱 山 の 労 組 （ ４ ４ ７ 組 合 員 ） は 同 鉱 山 経 営 層 と 最

後 の 協 議 を行 う。  

 仮 に， 労 組 側 が 鉱 山 側 の 提 案 を拒 絶 すれば， ３月 ２１日 からストが 開 始 されることとな る。  

 

（１２） 中 小 鉱 山 の増 加 及 び事 業 再 開 （２０１８年 ）（報 道 ）  
 チ リ 鉱 業 公 社 （ ＥＮ ＡＭ Ｉ）によれ ば ， 本 年 １ 月 時 点 での 中 小 規 模 鉱 山 事 業 者 数 は ， ６０ ７ 社 。２０ １

７年 では 年 間 通 し た 平 均 では５７７社 であった ことか ら，５．２％の増 加 とな る。  

 銅 価 の ３ 米 ド ル ／ ポン ド 超 え （ 本 年 に 入 っ て か らの 平 均 銅 価 は ３ ．１ ８ 米 ド ル／ ポ ンド ） が 定 着 し て き た

ことで， 銅 価 低 迷 期 を 抜 け出 したとし て中 小 規 模 鉱 山 事 業 者 が 鉱 山 活 動 を 再 開 し たものとみられ る。  

 ４ ０ ０ 社 の 鉱 山 事 業 者 を 抱 え る 鉱 業 団 体 の 長 は ， 会 員 の 半 数 は 動 き 出 し た が ， 更 に １ ５ ０ 社 は 本

年 事 業 を再 開 するとみて いる，と述 べた 。  

 

（１３） チリ鉱 業 公 社 とカナダ企 業 とのリチウム開 発 （報 道 ）  
 チリ 鉱 業 公 社 （ Ｅ Ｎ ＡＭ Ｉ） は ， チリ 銅 公 社 （ Ｃ Ｏ Ｄ Ｅ ＬＣ Ｏ） に 先 ん じ て リ チ ウ ム 開 発 に 乗 り 出 し ， ジ ュ ニア

のカナダ 企 業 Ｗ ｅａ ｌ ｔｈ  Ｍ ｉｎ ｅ ｒａ ｌ ｓと のビ ジネス 着 手 に 合 意 し た 。 同 合 意 に おいて ， 両 者 は 「 Ｗ」が 保 有

するアタカマ 塩 湖 と ラグー ナ・ベル デ 塩 湖 の（リチウ ム 開 発 ）プロ ジェ クトを 進 め るた めの 組 織 を 立 ち 上 げ るた

めの覚 書 に 署 名 した。 所 有 権 のシェアは「Ｅ」が１０％，「Ｗ」が９０％となる。   

 今 後 ２４ヶ月 以 内 に ， 正 式 な 株 式 手 続 きを行 い，新 組 織 を立 ち 上 げる 。  

 

（１４） ＷＴＯ・ＴＢＴ（国 際 規 制 （改 革 ）協 力 に係 るパネルディスカッション（太 平 洋 同 盟 ・医

薬 品 等 ））（外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
 チ リ 政 府 代 表 団 は ， １ ９ 日 ， Ｗ Ｔ Ｏ ・ Ｔ Ｂ Ｔ 委 員 会 委 員 会 の 枠 内 で 非 公 式 パ ネ ル デ ィ ス カッ シ ョ ン を 行

い ， 国 際 規 制 （ 改 革 ） の 協 力 に よ っ て ， 如 何 に 貿 易 コス ト を 低 減 させ ， 貿 易 円 滑 化 を 図 り ， 更 に ， Ｔ Ｂ

Ｔ協 定 を 効 果 的 に 履 行 することができたかを 議 論 した。  

 同 デ ィ ス カッ シ ョ ン に は １ ００ 名 以 上 が 出 席 し ， チ リか らは フ ェ ル ナン デ ス Ｄ ＩＲ Ｅ ＣＯ Ｎ 規 制 課 長 が 出 席 し ，

太 平 洋 同 盟 の 枠 組 み の 中 で 規 制 （ 改 革 ） の 協 力 の 知 見 を 活 か し て き た か を 説 明 し ， 規 制 （ 改 革 ） 協

力 へ の 関 心 は ， 特 に 太 平 洋 同 盟 の 中 で も 高 ま っ て お り ， 具 体 的 に は 医 薬 品 及 び 医 療 機 器 の 分 野 で
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あ る 。 同 デ ィ ス カッ シ ョ ン は ， そ の 分 野 の 経 験 と グ ッ ド ・プ ラクテ ィ ス に つ い て 意 見 交 換 を 行 う こと が 目 的 で あ

る，と 述 べた。  

 

（１５） 外 国 人 の納 税 額 （報 道 ）  
 チリにお いて 税 金 を 納 め る 外 国 人 は， チリ 人 納 税 者 よ り３．２ 倍 多 く 税 金 を 納 め てい る。 専 門 家 によ れ

ば 、 税 金 の 対 象 と な る 給 料 を 有 する 外 国 人 は ， 税 制 を 遵 守 する 傾 向 が 高 く 、 高 資 格 労 働 者 で あ る こ

とが多 い。  

 チ リ 国 税 庁 （ S I I ）よ る と 、 2 0 1 7 年 に 個 人 と し て 第 ２ カテ ゴリ ー 税 （ 個 人 所 得 税 ） を 申 告 し た チ リ 居 住

の外 国 人 は 7 1 , 1 8 7 人 であり、年 間 平 均 約 2 7 0 万 ペソを納 めた。 一 方 ，チリ人 は、2 2 0 万 人 が 年 間

約 8 2 . 6 万 ペソを納 付 し た。つまり、チリの国 庫 への 外 国 人 の 貢 献 は，チリ 人 の 3 . 2 倍 となる。  

 専 門 家 によ ると， 税 金 を納 め る 外 国 は ，チリ 人 よ り 高 い 給 料 を 受 け 取 るた め、より 高 い 税 金 を 納 め ると

説 明 した。 第 ２カテゴリー税 を 納 める 外 国 人 の 月 給 が 平 均 約 1 5 0 万 チリ ペソであるのに対 し 、 同 税 を納

めるチリ人 の 平 均 月 給 は 約 9 0 万 チリペソである。 また、チリで税 金 を納 付 する外 国 人 は， 比 較 的 高 い

資 格 、 知 識 ， 能 力 を有 しているため， 給 与 が 高 くなると 述 べた。  

 一 方 で ，チ リに 来 る 全 て の 外 国 人 に は 当 て はま らない 。チ リ 人 が 働 かな いよ うな 非 常 に 安 い 給 料 で 働 く

外 国 人 も 数 多 く 存 在 し ており、企 業 は これらの 低 賃 金 の 外 国 人 を非 公 式 に雇 う 傾 向 もあると 述 べた 。  

 また， 外 国 人 が 税 制 を 遵 守 する こと も 要 因 で あ る。 自 国 に 住 んでいない ため、 法 律 を 遵 守 する 傾 向 に

あ る 。 第 ２ カテ ゴ リ ー 税 が 個 人 で 申 告 す る 税 で あ る こと を 考 慮 する と ， 税 法 を 守 る こと は 個 人 の 意 志 に よ

る部 分 もあ ると 述 べた。  

 

（１６） 第 ４３回 太 平 洋 同 盟 高 級 実 務 者 会 合 （於 ：リマ）（外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレ

スリリース）  
 ２０～２３ 日 ，リマ（ペル ー）に於 い て， 第 ２９ 回 太 平 洋 同 盟 作 業 グループ 会 合 ， 及 び 第 ４３ 回 同 高 級

実 務 者 会 合 （ Ｇ Ａ Ｎ ） を 開 催 し ， ２ ０ １ ７ 年 ６ 月 の カ リ （ コ ロ ン ビ ア ） に 於 け る 同 首 脳 宣 言 の 履 行 を 進 め

る。  

 この ラウ ン ド で ， デ ジ タル ア ジ ェ ン ダ ， 組 織 の 課 題 ， 政 府 調 達 ， 太 平 洋 同 盟 専 門 家 委 員 会 （ Ｃ － Ｃ Ｅ

Ａ Ｐ ） ， 協 力 ， 文 化 ， 教 育 ， 通 信 戦 略 ， 貿 易 円 滑 化 及 び 税 関 協 力 ， 域 外 と の 関 係 構 築 ， 中 小 企

業 ， サ ービ ス ， 資 本 ， 貿 易 の 統 一 窓 口 ， 規 制 （ 改 革 ） 協 力 と い っ た セ ッ シ ョン 毎 の 会 合 を 開 く 。 ま た ， 貿

易 上 の 障 壁 に 関 しては， 民 間 セクター向 けに 説 明 会 を 行 う。  

 ヤニェスＤＩ ＲＥＣＯ Ｎ 総 局 長 は ，４ヶ 国 の 外 務 ・ 貿 易 副 大 臣 が 参 加 する 高 級 実 務 者 会 合 （ ＧＡＮ）に

参 加 し ， ２ ０３ ０ 年 に 向 け た 太 平 洋 同 盟 の 戦 略 ビ ジョ ン ， 準 加 盟 国 （Ｃ Ｅ Ａｓ： 加 ， 豪 州 ， Ｎ Ｚ ， 星 ） との

包 括 的 貿 易 交 渉 の 状 況 を 話 合 う と と も に ， 太 平 洋 同 盟 企 業 家 協 議 会 （ Ｃ Ｅ ＡＰ ） ， 米 州 開 発 銀 行

（ＩＤＢ）等 とも 会 合 をも つ 。  

 

（１７） ロス・ペランブレス鉱 山 の最 終 労 使 協 議 の５日 間 延 長 （報 道 ）  
 昨 ２ ０ 日 ， ロ ス ・ ペ ラ ン ブ レ ス 鉱 山 の 労 働 組 合 （ ４ ４ ７ 組 合 員 ） は 同 鉱 山 経 営 者 か らの １ ， ５ ６ ０ 万 米

ドルの支 払 いを含 む 提 案 を拒 絶 した。  

 但 し， 労 使 双 方 は，５ 日 間 の 労 使 協 議 延 長 を 決 めた。  
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（１８） ＡＰＥＣ２０１９（アンプエロ外 務 大 臣 及 びヤニェスＤＩＲＥＣＯＮ総 局 長 とチリＡＢＡＣ委

員 会 との会 談 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレスリリース）  
 ヤ ニ ェ ス Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ 総 局 長 は ， ア ン プ エ ロ 外 務 大 臣 と と も に ， チ リ Ａ Ｂ Ａ Ｃ （ Ａ Ｐ Ｅ Ｃ ビ ジ ネ ス 諮 問 委 員

会 ）の 委 員 メンバー ，ヴォ ン・アペン（ 海 運 ）Ｕｌ ｔ ｒａｍ ａｒ社 社 長 ， ラライン・チリ 製 造 業 振 興 協 会 （ＳＯＦＯ

ＦＡ）会 長 ，サ ラス（資 源 ）ＳＱＭ社 社 長 との 会 合 を実 施 した。  

 会 合 に 於 い て ， 上 記 ３ 委 員 か ら は ， チ リ 民 間 セ ク タ ー と し て Ａ Ｐ Ｅ Ｃ ２ ０ １ ９ 首 脳 会 合 に 向 け て 準 備 を

進 めている こと， 特 に， 包 括 的 で 市 民 に 向 けた 形 でのＣＥＯサミットを開 催 すること としたいことを 伝 え た。  

 ヤ ニ ェ ス 総 局 長 は ， チ リ 経 済 界 の 代 表 か ら は Ａ Ｐ Ｅ Ｃ ２ ０ １ ９ の ア ジ ェ ン ダ つ く り に 向 け て 民 間 ベ ー ス で も

取 り 組 ん で い る こ と ， Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ と し て は ， 開 か れ た 市 場 か ら 得 られ る 恩 恵 を オ ー プ ン に 共 有 し て 取 り 組

んでいく，と 述 べた。  

 

（１９） チリ経 済 （中 銀 経 済 見 通 しの公 表 ）  
 チリ中 央 銀 行 が 今 回 公 表 した 報 告 書 では，2 0 1 8 年 の 経 済 成 長 見 通 しは 3 . 0～4 . 0％と ， 前 回 予

想 （（ 1 2 月 ） 2 . 5～3 . 5 ％ ）から上 方 修 正 した。さらに 2 0 1 9 年 見 通 しは 3 . 2 5～4 . 2 5％ , 2 0 2 0 年 は 3 . 0

～ 4 . 0 ％ と 発 表 され た 。 消 費 者 物 価 指 数 は 2 0 1 8 年 平 均 で は 2 . 1 ％ （ 同 2 . 4 ％ ） ， 2 0 1 8 年 末 に

2 . 3％（同 2 . 9％）と 年 内 は低 成 長 を維 持 すると 予 想 する。2 0 1 9 年 の年 平 均 は 2 . 7 ％（同 3 . 0 ％），

2 0 1 9 年 末 に 3 . 0 ％（同 3 . 0％），2 0 2 0 年 に 3 . 0 ％と，2 0 1 9 年 後 半 に 収 束 すると 予 測 している。  

 イン フレ・ ター ゲッ ト（３ ％ ）を 達 成 する よう ， 公 定 歩 合 （ T P M ）は 現 在 の 水 準 （ 2 . 5 ％）を ， 年 内 は 維 持

し，利 上 げ は 2 0 1 9 年 の 始 めとなる 予 定 である。 物 価 がインフレ・ターゲットに戻 る には 2 4 ヶ月 以 上 かか

る見 込 みである。  

 

（２０） チリの対 米 国 経 済 関 係 （ピニェラ大 統 領 とムニューシン財 務 長 官 の会 談 （報 道 ）  
 ２ １ 日 ， ム ニ ュ ー シ ン 米 国 財 務 長 官 は Ｇ ２ ０ 財 務 大 臣 ・ 中 銀 総 裁 会 合 に 出 席 し た 後 ， チ リ に 立 ち 寄

り，ピニェラ大 統 領 と 会 談 を行 った。 会 談 には ，ラライン財 務 大 臣 が 同 席 した 。  

 「 ム 」 長 官 は ， チ リ と の 貿 易 関 係 を 高 く 評 価 し ， 将 来 的 に は ， 米 国 は 中 国 の 次 で は な く ， チ リ の 最 大

貿 易 相 手 国 となる ことを 望 んでいる，と 述 べた。  

 ま た ， 米 国 の 最 近 の 保 護 主 義 的 な 発 表 （ 当 館 注 ： 鉄 鋼 及 び ア ル ミ の 関 税 引 き 上 げ を 意 図 し て い る

も の と 考 え られ る ） に つ い て ， そ の 目 的 は ， 単 に 世 界 貿 易 を も つ こと で は な く ， 相 互 的 か つ 正 当 な （ 貿 易 ）

協 定 を も つ こと が 重 要 と 考 え る か らで あ る 。 チ リ と の 貿 易 関 係 は 非 常 に 素 晴 らし い 。 米 国 が チ リ と の 関 係

で有 してい る 貿 易 関 係 を他 の 中 南 米 諸 国 と も 築 いていきたい。そうなれば，我 々の 仕 事 は 容 易 なも のに

なろう，と述 べた。  

 

（２１） 新 通 信 次 官 による電 気 通 信 関 係 の政 策 動 向 （報 道 ）  
 「 ヒ」 通 信 次 官 は ， ２ ０ １４ 年 １ １ 月 に 成 立 し ， 新 規 建 設 する 建 物 に 対 する 通 信 用 の ダ クト の ス ペ ース

確 保 に 関 する 法 律 （ 新 た なビルやマンションを建 設 する 際 に ， 少 なくと も２社 以 上 の 電 気 通 信 事 業 者 の

サービ ス が 行 え るよ うイ ン ターネ ット ケ ーブル 用 等 のス ペース を 確 保 し な けれ ば な れな い とし た も の） に つい て ，

現 在 技 術 的 な 規 則 を 作 成 し て お り ， 今 年 前 半 に 法 律 を 実 行 する と 述 べ た 。 ま た ， 本 法 律 に よ り ， （ 新

規 参 入 を 促 すことで） 市 場 競 争 がより 促 進 し ，ユ ーザーのニーズにより適 し たサービスが受 けられるよう にな

る，とした。  



11 

 「 ヒ」 通 信 次 官 は ， イ ン ターネ ットの 最 低 速 度 保 障 に 関 する 法 律 （ ２０１ ７ 年 １０ 月 成 立 ） に つい て ， 同

法 律 を実 行 するために 必 要 な 技 術 的 な 規 則 作 成 を行 う，と述 べ た。  

 ま た ， 「 ヒ 」 通 信 次 官 は ， 昨 日 （ ２ １ 日 ） に 開 催 さ れ た 「 チ リ の デ ジ タル 経 済 に お け る 挑 戦 」 セ ミ ナー （ チ リ

国 家 デジタル 財 団 ，D i r e c tT V，チリ北 米 商 工 会 議 所 （ Am C h am  C h i l e ) の共 催 ）において，もしチリ が

第 ５Ｇ や I o T を導 入 する ための高 速 ブロードバンド 整 備 を図 るのであれば，更 なる 投 資 が 必 要 である ，と

コ メン ト し た 。 ま た ， 今 後 取 り 組 む ３ つ の 柱 と し て ， ① 投 資 促 進 と 様 々 な セ ク ター の 関 係 者 に よ る 協 働 の

ための 条 件 作 り ，② 電 気 通 信 サービス 競 争 促 進 のための 公 共 政 策 の 推 進 ，③ 契 約 内 容 の 遵 守 を要

求 する 権 利 を有 する 消 費 者 への手 段 の 提 供 （ 消 費 者 保 護 ）を挙 げた。  

 

（２２） 対 ＥＵ・ＥＰＡ見 直 し交 渉 の経 済 団 体 向 け説 明 会 （外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 プレ

スリリース）  
 ２ ６ 日 ， ヤ ニ ェ ス 外 務 省 国 際 経 済 関 係 総 局 （ Ｄ Ｉ Ｒ Ｅ Ｃ Ｏ Ｎ ） 総 局 長 は ， チ リ 製 造 業 振 興 協 会 （ Ｓ Ｏ

ＦＯＦＡ）との会 合 に 於 い て，ＥＵとの既 存 ＥＰ Ａ見 直 し 交 渉 の 状 況 について 説 明 を行 った。  

 ＳＯＦＯＦ Ａ側 か らは ，ア ルベアル 同 国 際 理 事 兼 チリ 生 産 商 工 連 盟 （Ｃ Ｐ Ｃ）会 長 の 他 ， 業 界 関 係 者

３０名 以 上 が 出 席 し た。  

 「ヤ」総 局 長 は， ＥＵ・チ リＥＰＡは 発 効 し て１５ 年 が経 った 今 ，チリにと って 戦 略 的 な 市 場 であり， 第 ３の

貿 易 相 手 地 域 で あ る Ｅ Ｕ と 向 か い 合 い ， 同 協 定 の 更 な る 進 展 の た め の 機 会 を 共 に 評 価 し て い く こ と は

自 然 な こと で あ る 。 この 協 定 見 直 し の プ ロ セ ス は ， 双 方 に と っ て 約 束 で あ り ， 国 際 貿 易 を 強 靱 化 す る 上

で不 可 欠 である，と 述 べ た。  

 

（２３） バレンテ経 済 大 臣 とプロクリカ鉱 業 大 臣 との会 談 （鉱 業 プロジェクト推 進 ）（報 道 ）  
 バレ ンテ 経 済 大 臣 は ， 昨 ２ ８ 日 ，プ ロ クリカ鉱 業 大 臣 及 び 同 省 ス タッ フ， その 後 ， ビジェリノ・エスト 鉱 業

評 議 会 （ C o n s e j o  M i n e r r o） 会 頭 と の 会 談 を 行 い， 今 後 ， 実 施 予 定 の 鉱 業 プ ロ ジェ クト に 係 る 懸 案

事 項 の 解 決 を行 うための 共 同 作 業 を開 始 し た。 該 当 プロジェクトは総 額 ５ ００億 米 ドル に相 当 する。  

 「 バ」 大 臣 は ， 土 地 台 帳 （ C a t a s r o ） によ れ ば ， 今 後 ４ 年 間 で 事 業 が 開 始 され る 投 資 案 件 の う ち の４

５ ％ は 鉱 業 投 資 案 件 で あ る 。 今 後 １ ０ 年 間 ， 鉱 業 プ ロ ジ ェ クト は 発 展 する 。 我 々 （ 政 府 ） は 年 々 ビ ュ ー

ロ ク ラ テ ィ ッ ク に 陥 り ， こ れ が 弱 体 化 を も た ら し た 。 チ リ は ， キ ャ パ シ テ ィ ， 時 間 ， 投 資 資 金 と も に 他 国 と 競

合 す る に 足 る 。 チ リ に 於 い て ， 鉱 業 プ ロ ジ ェ クト が 雇 用 を 創 出 し ， 豊 か さが 高 ま る こと を 期 待 す る ， と 述 べ

た。  

 「プ」 大 臣 は ， 我 々 は ， 大 統 領 指 令 の 下 ， （ 鉱 業 プロ ジェ クトを 進 め る 上 での） 障 壁 の 除 去 と ビュ ー ロ ク

ラティックの排 除 に 共 同 で 取 り 組 む，と 述 べた。  
（以 上 ） 


